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公共施設等の老朽化

豊中市には昭和40年代に整備された公共施設が多く、老朽化

が進行している。またインフラ施設も同様で、今後順次更新

が必要となる。現状と同じ規模で建替え（更新）・改修を行

うと平成28年度から令和2年度までの5年間の年間平均投入金

額約77億円を大きく上回る、約115億円が必要との試算結果

が出ているが、加えて近年の資源高・物価高騰・インフレ・

金利上昇の影響に伴い、さらに必要経費の増加が見込まれる。

社会保障関係経費の増大

今後、高齢化の進展等に伴う、医療・介護の保険給付の増加

や、福祉サービスの需要増により社会保障関係経費の一層の

増大が見込まれる。令和７年度は、児童福祉、障害者福祉、

こども園関係経費が増加したため、前年度比で6.7％の増と

なった。

「創る改革の“シンカ”」を着実に推進し、ワンランク上の豊中の実現と本市のさらなる発展・成長につなげるため、財政運営上の最重要
課題である「社会保障関係経費の増大」、「公共施設等の老朽化」を見据えた中期財政運営の道筋を示す。この計画は、本市の経
営戦略方針や、決算数値に加え、国の地方財政制度、税制度など社会経済情勢の変化を踏まえ毎年度改定するものである。
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出典：「豊中市公共施設等総合管理計画 概要版」（平成28年度策定、令和4年3月改定）

１．策定の目的

※現在保有する施設等をそのままの規模で維持するために必要な経費を示す。築60年での建替を想定。



２．本市の財政課題分析
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令和7年度までの財政状況（普通会計）

国における地方財政計画と一般財源総額の確保

財政状況の傾向

経済財政運営と改革の基本方針2026（骨太方針）にお
いて、一般財源の総額は、2026年度地方財政計画の水準
を下回らないよう実質的に同水準を確保するとされている。

地方財政計画（マクロ）上は、社会保障関係経費等の増
大を公債費の減で賄う収支となっており、建設公債費が増加
傾向である本市の状況（ミクロ）との間には乖離が生じている。

このため、「一般財源総額を確保する」という国のマクロベース
の財源保障があることのみをもって、持続的に市の収支均衡を
保つことはできない。

また、これまでもバブル崩壊後やリーマンショックによる景気後
退に伴う国による財政措置が地方財政に大きく影響してきた
経緯（三位一体の改革など）を踏まえると、国の財政運営に
よって本市の財政状況が激変するリスクがある。

◆社会保障関係経費の増加

◆公共施設等の老朽化に伴う施設の更新・保守費
用の増加

◆資源高・物価高騰・インフレの影響に伴う物件費・
普通建設事業費等の増加傾向

◆普通建設事業費の増に伴う建設公債費の増加



〇令和7年度普通会計における歳入の内訳

＜取組み＞

〇所得向上に資する施策展開

〇法人関係税など他の税収の向上 これらに資する取組みが必要

〇収納率の一層の向上
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２－1．「収支」歳入の分析①

〇市税の状況

• 市税収入の約45％が個人市民税、約6％が法人市民税、約43％が固定資

産税（都市計画税を含む）。

• 市民税は個人・法人共に社会経済情勢の影響を受けやすい傾向がある。市

税収入は令和3年度以降概ね順調に増加しており、令和7年度は定額減税

による一時的な減収からの反動増に加え、賃金上昇の影響もあり増収となった。

• 市税収納率は、現年課税分・滞納繰越分ともに概ね中核市平均並み水準を

維持しているが、引き続きの取組みが欠かせない。なお、令和2年度及び令和

3年度の収納率は、コロナ禍の税制措置の影響により一時的に不規則な動き

となった。
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２－1．「収支」歳入の分析②

〇国庫支出金・府支出金の状況

・令和5年度は、新型コロナウイルス感染症予防費や地方
創生臨時交付金、小中一貫校整備費等が減少

・令和6年度は、定額減税補足給付金給付事業や小中一
貫校整備費の影響により増加

・令和7年度は、児童相談所設置による児童福祉費や小
中一貫校整備費の影響により増加

〇地方交付税等の状況

・令和6年度、令和7年度は、臨時財政対策債への振替
額が減少したこと等により、地方交付税が増加

〇その他の歳入の状況

・令和5年度は、中学校給食の通年化に伴う諸収入、土
地売払に伴う財産収入、寄附金が増加

・令和6年度は、服部天神駅周辺土地区画整理事業に伴
う清算に伴い諸収入が増加

＜取組み＞

〇積極的な情報収集及び着実な

確保

〇国・府において負担すべきものに

ついて、国・府に対し財政措置の要

望を強化

＜取組み＞

〇普通交付税における基準財政

需要額の算定方法の分析及び担

当部局との情報共有

〇交付税措置のある有利な地方

債の積極的な活用

＜取組み＞

〇受益者負担の適正化及び債権

回収整理の高度化

〇債券運用や不動産証券化など

市有資産を有効活用

〇ふるさと納税、企業版ふるさと納

税、クラウドファンディングを活用



○普通会計による歳出分析（令和6年度決算との比較）

「中核市比較」

＜取組み＞

○人件費の抑制

○扶助費の増傾向への対応

○今後の建設事業費の増大への対応

（抑制・管理）

〇公債費・物件費の抑制

これらに資する取組みが必要

人件費：人件費割合は減少。職員定数の削減や給与制度の見直しに取り組んできたが、
直営事業・業務密度等の要因により中核市平均と比較して高い水準。

扶助費：扶助費割合は増加。生活保護費、障害福祉費、児童福祉費の伸びに伴い

中核市平均と比較して高い水準。

建設事業費：小中一貫校の整備、小中学校施設整備により増加。施設の老朽化対策に加えて、
学校施設の建替計画等により今後増大が見込まれる。

公債費・物件費：公債費割合は増加、物件費割合は減少。ともに中核市平均を下回る状態。
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２－２．「収支」歳出の分析



市債残高

建設事業債等の残高は令和7年度末で440億円とピーク時より

779億円(63.9％)減少した。令和6年度の市民一人当たり市債残

高は215,941円であり、中核市平均361,965円と比較すると少

ない状況である。また、臨時財政対策債は508億円と、市債全体

の53.6%を占めている。

基金残高

公共施設等整備基金の残高は令和7年度末で123億円、財政調整

基金は158億円となった。公共施設等整備基金は阪神淡路大震災

等の影響によりピーク時より大きく減少したものの継続的な積み

立てにより増加、財政調整基金は取り崩しにより減少となった。

２－３．「資産・負債」 現状の分析

施設や設備など有形固定資産についての、償却資産の取得価格に

対する減価償却累計額の割合で、施設や設備がどれくらい老朽化

しているかを表している。この比率が高いほど資産の老朽化が進

んでおり、今後維持補修費の増加や、更新のための投資が必要と

なる。なお、中核市平均は67.4％（令和6年度）である。

有形固定資産減価償却率 70.7％（令和6年度）

減価償却累計額 / 償却資産取得価額

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

市債残高の推移
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老朽化対策への備え 災害及び災害級の感染症流行への備え

平成30年度に発生した大阪府北部地震の関連予算で財政調整

基金を財源に約21億円の支出があった。また、令和2年度に

おいては新型コロナウイルス感染症対策の補正予算財源とし

て、財政調整基金を約35億円取り崩して対応した。

そのため、本計画では、財政調整基金の確保するべき水準を

50億円と定め、財政運営を行ってきたが、今後これらの事態

が近接期間に複数あるいは複合して発生する場合も想定する

と、引き続きこの水準を確保しつつも、可能な限りの上積み

をめざす必要がある。

「公共施設等総合管理計画」（平成28年度策定、令和4年3

月改定）において算定した、施設総量を削減した際の平成28

年度～令和37年度の公共施設の建替え及び改修経費の見込み

によると、経費の平均68.1億円を上回る期間が令和元年度～

10年度と令和20年度～28年度となる。一方、令和11年度～

19年度は実績を下回り、これを差引した令和元年度～28年

度の累計の増加額は約200億円となる。
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２－４．「資産・負債」 資産（基金等）の分析

〇財政調整基金の積立と活用

・災害等に備えるため、50億円の水準は確保する。

・必要に応じ活用するが、可能な限りの上積みをめざす。

〇公共施設等整備基金の重点積立

令和元年度～令和28年度で累計200億円不足する試算となるため、

2度目の施設改修等のピークとなる令和20年度に備えて、令和元

年度～令和20年度の20年間で「公共施設等整備基金」に200億

円の積立を行う必要がある。

※現在保有する施設をそのままの規模で維持するために必要な経費を示す。築70年での建替を想定。



市債の状況（発行額・償還額・残高）

H30

市民一人当たり市債残高は中核市平均と比較すると令和6年度に

おいて146,024円少ない状況である。

〇「市債と公債費のプライマリーバランス」による管理

市債残高の増加に対する一定の目安や制限等が必要であるため、

市債と公債費の指標による管理を行う。
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未来への投資を実施するため市債発行を継続しており、令和5年

度から減少していたが令和７年度に増加に転じた。建設事業債

は令和4年度以降、発行額が償還額を上回っており、今後建設事

業債の残高が増加することにより実質的な公債費負担が財政運

営を圧迫することが想定される。

２－５．「資産・負債」 負債（市債）の分析



２－６．「資産・負債」 バランスシートの分析

＜取組み＞

○公共施設等総合管理計画及び個別施設計画に沿った施設再編、

管理の推進

○公共施設の更新整備の際のコスト縮減策の実施

○財政規律ある市債の発行

バランスシート（BS）による資産の状況

・中核市平均に比べ、一人当たり資産は多く、負債は少ない。

・中核市平均に比べ、有形固定資産減価償却率が高い（老朽化が進行）
⇒施設の老朽化は大きな課題
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 ３．中期財政計画
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歳入 歳出

市税 • 賃金上昇、物価上昇、国の中長期の経済財政に
関する試算をふまえ増加を見込む。

人件費 • 定数は維持で試算する。
• 毎年増額の給与改定があるものとして試算する。

譲与税・交付税等 • 国の中長期の経済財政に関する試算をふまえ増加
を見込む。

物件費 • 国の中長期の経済財政に関する試算をふまえ増加を見込む。
• 事業・業務内容の変革に取組み上昇を抑制する。

国庫・府支出金 • 扶助費の伸びに連動して増加を見込む。 扶助費 • 令和7年度決算額から毎年7.18％上昇するものとして試算する。

市債 • 普通建設事業費から市債発行額を試算する。
• 臨時財政対策債は０円で試算する。
• 現行の起債メニューは継続するものとして試算する。

普通建設事業費 • 令和10年度以降は、上野小学校改築、神崎川駅周辺整備を
見込む。

寄付金 • 寄附強化指針に基づく取組みで増加を見込む。 公債費 • 普通建設事業費に起因する市債発行により、公債費を試算する。

財産収入 • 市有資産の売却、不動産証券化、千里中央地区
再整備等により増加を見込む。

その他 • 維持補修費、補助費、繰出金は、国の中長期の経済財政に関
する試算を増加を見込む。

基金取崩し • 財政調整基金は、当年度に積み立てたものを翌年
度に取り崩す想定で試算する。

基金積立 • 財政調整基金は、前年度の形式収支の2分の1を積み立てる。

中期財政計画の基本的な考え方

「創る改革の“シンカ”」を着実に推進し、ワンランク上の豊中の実現と本市のさらなる発展・成長につなげるため、
未来への投資を確実に実行するための財務マネジメントとして、財政運営上の最重要課題である「社会保障関係
経費の増大」「公共施設等の老朽化」を見据えた中期財政運営の道筋を示す。

◆ 下記前提条件に基づき、普通会計における令和11年度までの「収支見通し」を試算
◆ 「収支見通し」を踏まえた「収支計画」及び「資産計画」を実施し、中長期的な支出に対応するための財務基盤を強化

1. 未来への投資と財政的リスクへの備えとのバランスを考慮した財政運営を実施
2. フロー・ストック両面での健全性を確保しつつ、財源創出及び投資を実施
3. 財務リスクが顕在化する前に対処するためのリスクマネジメントを実施
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 3－１．収支見通し（令和8年9月策定時点）

〇収支見通しの総括

• 歳入は、「市税」、「譲与税・交付税等」、「国庫・府支出金」、「寄附金」が増加傾向の見通しであり、臨時的に「財産収入」が令和9年度と10年度に増加となる。

• 歳出は、「扶助費」が増加傾向、 「普通建設事業費」は令和8年度に減少し以降は増加傾向の見通しである。「人件費」は令和8年度に増加し以降は横ばいの見通し
である。「物件費」は増加傾向だが改革の取組みにより上昇を抑制する。

• 収支は、財政需要が増加するものの、歳入確保及び歳出削減の取組みにより増加傾向の見通しである。

• 未来への投資や財政需要の増加へ対応するため、事業・業務の変革を進めるとともに、全庁を挙げた財源創出に取り組む必要がある。



項目 目標 実績

「実質収支」

（歳入）ー（歳出）ー（翌年度繰越一般財源）
黒字を維持

令和7年度決算
5,201,695千円の黒字

「経常収支比率」※1
（経常経費充当一般財源等）／（経常一般財源等）

中核市平均程度

《注意水準》2年連続95超
《警戒水準》100超

令和7年度決算
94.6％

（令和6年度中核市平均：92.0％）

「歳入確保」

①税収の向上

②市税収納率の向上

①税収向上

②市税収納率
現年課税分99.5％
滞納繰越分34.0％

①税収向上
R6：72,704,583千円
R7：76,907,803千円

②市税収納率 令和7年度
現年課税分：99.5％
滞納繰越分：37.6％

「実質単年度収支」（決算）※2
（単年度収支）＋（財政調整基金積立金）－（財政調整基金取崩）

《注意水準》
財政調整基金残高が前年度と
比べ減少かつ2年連続赤字

令和7年度決算
1,147,717千円の赤字

（R7の小中一貫校整備や屋内運動場への
空調設備整備等により臨時的に財政調整
基金取崩が増加したことに起因するもの。R8
で改善見通し。）
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３－２．収支計画（目標・実績）

※1※2 ：「経常収支比率」「実質単年度収支」はリスクマネジメント指標を兼ねる
併せて、「単年度収支」、「プライマリーバランス」などの財政指標についても総合的に管理していく。

リスクマネジメント指標

リスクマネジメント指標 リスク判断水準

リスク判断水準



項目 目標 実績

「公共施設等の老朽化への対応」
有形固定資産減価償却率
の低減

70.4％（R5）から
70.7％（R6）へ微増

「基金残高」

①財政調整基金の積立残高※1

②公共施設等整備基金の積立

①財政調整基金
・災害等に備え５０億円を確保する。
・必要に応じ活用するが、可能な限りの
上積みをめざす。

②公共施設等整備基金
・毎年度10億円以上積立

《注意水準》2年連続決算時残高が大
幅に減少
《警戒水準》退職手当相当分を除き決
算時残高が50億円未満

①財政調整基金
令和7年度末残高
15,820,228千円

②公共施設等整備基金
令和7年度積立額
249,410千円

「市債と元金償還金のプライマリーバランス（起債指標）」※2

（一般財源ベースの公債費*）－（一般財源ベースの市債*）

*一般財源ベースの公債費：公債費元金－交付税措置元金
一般財源ベースの市債：市債－交付税措置額

5年平均黒字の維持

《注意水準》5年平均で赤字

R3～R7平均
504,281千円の赤字
（R7の小中一貫校整備や屋内運動場
への空調設備整備等により臨時的に市
債が増加したことに起因するもの。R9予
算編成において、普通建設事業費フレー
ムで管理する。）
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３－３．資産計画（目標・実績）

※1※2：「財政調整基金の積立残高」「市債と元金償還金のプライマリーバランス」はリスクマネジメント指標を兼ねる。
併せて、「実質公債費比率」や「将来負担比率」などの「財政健全化判断比率」についても総合的に管理していく。

リスクマネジメント指標

リスクマネジメント指標

リスク判断水準

リスク判断水準
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３－４．改革の方向性と取組み内容

改革の方向性 取組み内容

攻めの歳入確保

• 効果的な投資を実施することで、人口増加・雇用創出・エコシステムの活性化等の成長を促し、投資と成長の好循環を生む。

• 課税客体の把握・納付環境の整備・債権回収整理の高度化による税収及び収納率の向上を図る。

• 『寄附強化指針』に基づき、ふるさと納税（個人・企業版）・クラウドファンディングについて戦略的な対策を行い、多角的な
寄附による歳入強化を図る。

• 広告事業・ネーミングライツの強化に取り組む。

• 国・府支出金を最大限に活用する。

資産マネジメントの強化

• 市有地利活用と公共施設再編を推進し、不動産証券化やP-PFIを検討し、市有財産を活用した財源創出を実施する。

• 施設・スペース・空間等を財源確保や課題対応資源として徹底的に利活用し、一時的に未利用の状態にあるものは暫定利
用の可能性を模索する。

• 『基金運用戦略』に基づき、基金の安定的効率的な活用を行い、歳入強化を図る。

事務事業の変革

• 施策の目的と成果（KPI・KGI）を明確化し、データとエビデンスに基づき、社会動向を考慮した実施手法・実施になっている
か、サービスの適正化の視点で全事業を検証する。

• 既存新規にかかわらずBPRを行ったうえで、生成AI・RPA・AI-OCR等のデジタル技術の活用により業務効率化・執行体制
の見直しを行う。

• 委託業務等の物件費については、人件費・物価等の上昇を適切に反映する一方で、委託仕様の見直し等の事業・業務内
容の変革に取り組むことでその上昇分を吸収し、トータルでの費用の上昇を抑制する。

• 書かない窓口の展開によるバックオフィスの省力化や、公金収納のデジタル化による収納事務の効率化、デジタルインフラ効率
化等のDXを推進する。

社会保障関係経費の伸び抑制
• 報酬改定等による増要素を見込みつつ、過去の決算状況や実績推移を踏まえ、所要額を設定する。

• 社会保障関係経費の伸び要因を分析する。

建設コストの縮減

• 公民連携手法を積極活用する。

• ValueEngineering（設計・施工段階において建設物の品質・性能を維持しつつコストを縮減する工夫を加える取組み）
を実施する。

• 地方交付税措置のある有利な地方債を活用する。

• リース方式等を活用する。

その他

• 予算配分における精査を強化し、執行段階における支出の精査と収入の上乗せの取組みを強化する。

• 収支計画、資産計画に規定した目標及び財務指標に沿った財務ガバナンスを強化する。

• 国や府において負担すべきものについて、国や府に対して財政措置や制度見直しの要望を強化する。



資産面の取組み

歳出面の取組み

財政課題へのスピード感をもった取組み

➢ 持続的な未来への投資を実現する財政運営を行う

➢ 収支計画・資産計画に基づき、毎年度の財源創出目標を達成し、
投資額を確保

➢ 歳入・歳出・資産・負債それぞれの課題に対する取組みの加速化

「社会保障関係経費の増大」と「公共施設等の老朽化」の長期的
克服につながる戦略の展開

➢ 中期を本計画に沿って支える間に、経営戦略方針を総力を挙げて推
進し、都市の自律発展・成長を促進

➢ 社会保障関係経費の増大等については、国全体での抜本的な打開
策が必要であるが、本市においても課題解決につながる先進例を示し
つつ取り組む

➢ 前年度決算の状況や、各年度の地方財政計画、景気動向等により、
毎年度の収支計画を管理

歳入面の取組み

市税収納率向上による増収 人件費・物件費

好循環による税収向上
社会保障関係経費

（扶助費）

課税客体把握・納付環境整

備・債権回収整理の高度化

様々な施策の推進と税収向

上の好循環の強化

様々な改革による取組みを推

進

医療・介護・福祉のより一層の連

携など経費の伸び抑制に資する

様々な取組みを実施

建設事業費
急激な増大の平準化

一層の建設コスト縮減

※国保・介護などの特別会計についても、本計画と同様の考え方（「財源の創出」と「投資」）により運営管理を行う

 ※病院・上下水道などの公営企業については、各事業会計で作成する計画等により進行管理を実施

基金

公共施設等の老朽化

基金運用戦略に基づく活用

施設の戦略的配置・縮充等

資産計画に基づく整備

負債面の取組み

市債残高
起債指標を踏まえた規律ある

市債発行
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４．長期的な取組み

リスクマネジメントの実施

➢ 継続的な未来への投資を行うため、財務リスクを早期に把握するための指標、状況を判断するための水準（「注意水準」・「警戒水準」）を設定し、
市税の推移にも注視しながら、リスクを回避するためのためのマネジメントを実施



令和8年9月策定

財務部財政課
連絡先：06-6858-2121
mail：zaisei＠city.toyonaka.osaka.jp
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